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２
０
１
６
年
度
か
ら

紹
介
状「
な
し
」で
の

大
病
院
受
診
時
に
定
額
負
担
を

標
準
報
酬
月
額
の
上
限
引
き
上
げ

患
者
申
し
出
に
よ
る

「
混
合
診
療
」が
ス
タ
ー
ト

２
０
１
６
年
度
か
ら

２
０
１
６
年
度
か
ら

　

２
０
１
６
年
度
か
ら
、
ベ
ッ
ド
数
５
０
０
床
以
上
、
ま

た
は
特
定
機
能
病
院
等
の
大
病
院
を
紹
介
状
な
し
で
外

来
受
診
し
た
患
者
に
対
し
て
、
救
急
等
を
除
き
初
診
料

と
は
別
に
一
定
額
の
料
金
を
徴
収
す
る
こ
と
が
義
務
づ
け

ら
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。
金
額
は
５
、０
０
０
円
〜

１
０
、０
０
０
円
程
度
で
検
討
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

先
進
医
療
を
行
う
特
定
機
能
病
院
な
ど
の
大
病
院
は
、

高
度
な
医
療
を
必
要
と
す
る
重
症
の
入
院
患
者
等
に
特
化

さ
せ
、
通
常
の
外
来
受
診
は
診
療
所
等
へ
と
医
療
機
関
の

機
能
分
化
を
促
進
す
る
た
め
に
行
わ
れ
ま
す
。

　

保
険
料
額
の
計
算
の
基
礎
と
な
る
、
毎
月
の
給
与
額
を

一
定
の
区
分
に
あ
て
は
め
た
標
準
報
酬
月
額
は
、
現
在
47

の
等
級
に
区
分
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

２
０
１
６
年
度
か
ら
は
、
こ
の
上
限
で
あ
る
第
47
等

級
１
２
１
万
円
を
、
３
等
級
引
き
上
げ
て
、
上
限
を

１
３
９
万
円（
給
与
等
１
３
５
万
５
、０
０
０
円
以
上
）と
し

（
下
記
C
）、
全
50
等
級
と
な
り
ま
す
。
ま
た
、
同
時
に
標

準
賞
与
額
の
上
限
も
見
直
さ
れ
ま
す
。

　

患
者
か
ら
の
申
し
出
に
基
づ
き
、
厚
生
労
働
大
臣
が
定

め
る
高
度
の
医
療
技
術
等
が
保
険
外
併
用
療
養
費
の
対
象

と
な
る
も
の
で
す
。

　

こ
れ
に
よ
り
、
日
本
国
内
で
は
承
認
さ
れ
て
い
な
い
医

薬
品
等
を
保
険
外
併
用
療
養
と
し
て
使
用
す
る
こ
と
が
可

能
と
な
り
ま
す
。

※
安
全
性
等
の
審
査
あ
り
。

保険給付
7割

（健保組合負担）

一部負担
3割

（患者負担）

※医療費の割合は70歳未満の場合。

5,000～
10,000円
（患者負担）

等級 標準報酬月額 報酬月額

47 121万円 1,175,000円以上
1,235,000円未満

48 127万円 1,235,000円以上
1,295,000円未満

49 133万円 1,295,000円以上
1,355,000円未満

50 139万円 1,355,000円以上

C標準報酬月額等の見直し

　今回の改正では、国民健康保険
（国保）の財政安定化を図ることが
主な柱のひとつとなっています。そ
のための施策は、大きく分けて
①公費約3,400億円による
　財政支援
②財政運営の責任主体を都道府県
　とすること
です。特に②は国保創設以来の大
きな改革であり、従来市町村が運営
してきた国保について、その運営の
中心的な役割が都道府県に移され
るもので、2018年度から実施され
ることになります。
　また、協会けんぽについても、現
行の国庫補助率16.4％は今まで特
例措置として期限が定められていま
したが、その期限が撤廃され、当分
の間16.4％と定められ、財政の安
定化が図られることになります。
　今回の改正では、以上のように国
保や協会けんぽに対する財政安定
化のための措置が講じられている一
方、健保組合は逆に負担増を強い
られ、今後も厳しい状況が続くこと
になりました。健康保険組合連合会
（健保連）では、「本来、国が背負う
べき財政責任を負わされている」と
批判しています。

標準報酬月額を3等級追加

標準報酬月額上限
121万円 ➡139万円

年間上限額を引き上げ

標準賞与額上限
540万円 ➡573万円

患　者 大病院
紹介状なしで
外来受診

定額負担

健保連も

と反発

国保に偏った内容・
容認できない

医療費（保険診療） 選定療養
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医
療
保
険
制
度
改
革
関
連
法
に
よ
り
さ
ら
な
る
負
担
増

　
去
る
５
月
27
日
、
国
会
に
お
い
て
医
療
保
険
制
度
改
革

関
連
法
が
成
立
し
ま
し
た
。

　
今
回
の
法
改
正
で
は
、
国
民
健
康
保
険（
主
に
自
営
業

者
等
が
加
入
）と
協
会
け
ん
ぽ（
主
に
中
小
企
業
の
会
社
員

等
が
加
入
）
の
財
政
基
盤
の
安
定
化
が
図
ら
れ
て
い
ま
す

が
、
私
た
ち
健
保
組
合
が
求
め
て
い
た
高
齢
者
医
療
制
度

の
改
革
に
は
触
れ
ら
れ
ず
、
む
し
ろ
健
保
組
合
の
さ
ら
な

る
負
担
増
を
強
い
る
内
容
と
な
っ
て
い
ま
す
。

後
期
高
齢
者
支
援
金
へ
の

全
面
総
報
酬
割
の
導
入

入
院
時
の
食
事
代
引
き
上
げ

２
０
１
５
年
度
か
ら
段
階
的
に
実
施

２
０
１
６
年
度
か
ら

　

75
歳
以
上
の
方
が
加
入
す
る
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に

対
し
て
、
健
保
組
合
等
が
負
担
し
て
い
る
後
期
高
齢
者
支

援
金
。
こ
の
支
援
金
は
従
来
、
そ
の
額
の
３
分
の
２
を
加

入
者
割
で
、
残
り
の
３
分
の
１
を
総
報
酬
割
で
算
定
さ
れ

て
い
ま
し
た
が
、
こ
れ
を
左
記
A
図
の
よ
う
に
、
段
階
的

に
す
べ
て
総
報
酬
割
と
す
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

　

こ
れ
に
よ
り
、
多
く
の
健
保
組
合
は
今
後
さ
ら
に
支
援

金
が
増
加
す
る
こ
と
に
な
り
、
当
健
保
組
合
の
負
担
も
段

階
的
に
増
加
す
る
見
通
し
で
す
。

　

入
院
時
に
医
療
機
関
か
ら
提
供
さ
れ
る
食
事
の
費
用
に

つ
い
て
は
、
現
在
、
食
材
費
相
当
額
を
患
者
が
負
担
し
て

い
ま
す
が
、
在
宅
療
養
と
の
公
平
性
を
図
る
観
点
か
ら
、

調
理
相
当
額
も
負
担
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

　

具
体
的
な
金
額
は
、
左
記
B
の
と
お
り
２
段
階
で
引
き

上
げ
ら
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

※
低
所
得
者
の
負
担
額（
現
行
１
０
０
円
ま
た
は
２
１
０
円
）
と
、
難
病

お
よ
び
小
児
慢
性
特
定
疾
病
の
患
者
に
つ
い
て
は
、
現
行
ど
お
り
据

え
置
か
れ
ま
す
。

主な改正内容
●後期高齢者支援金への全面総報酬割を
　段階的に実施
●入院時食事代を段階的に
　引き上げ
●紹介状なしの大病院受診に
定額負担を導入
●標準報酬月額の上限額を
　引き上げ
●患者申し出による
　「混合診療」がスタート

A段階的に拡大される総報酬割
2015年度 2016年度 2017年度

➡ ➡2/31/2 全面
総
報
酬
割

加
入
者
割

   
   

➡ ➡
現行 2016年度 2018年度

260円 360円 460円

B食事代の患者負担額(一食につき)

加入者割と総報酬割
　それぞれの健保組合の加入者数（被
保険者および被扶養者）に応じて決め
られるしくみを加入者割、一方、被保
険者の総報酬額（給与・賞与等）に応じ
て決められるしくみを総報酬割といい
ます。
　健保組合は協会けんぽに比べ、報酬
水準の高い組合が多くなっているた
め、総報酬割の割合が高くなるほど負
担が増える傾向にあります。

日立健保では…
10億円増 10億円増 20億円増

医
療
保
険
制
度
改
革
関
連
法
に
よ
り
さ
ら
な
る
負
担
増

医
療
保
険
制
度
改
革
関
連
法
に
よ
り
さ
ら
な
る
負
担
増




